
 
資料 1 

令和８年度 

第１回 加須市国民健康保険運営協議会資料 

 

 

日 時 令和８年７月２９日（水） 

午後１時３０分～ 

場 所 加須市役所５階５０４会議室  

 

 

 

＜協議事項＞ 

(1) 令和７年度加須市国民健康保険事業特別会計決算(案)について ･･････････ 1頁 

 

 

 

 

(2) 令和７年度加須市国民健康保険直営診療所特別会計決算(案)について ････ 5頁 

 

 

 

 

(3) 令和８年度加須市国民健康保険直営診療所特別会計決算(案)について ････ 8頁 

 

 

 

 

＜報告事項＞ 

(1) 専決処分（加須市国民健康保険税条例の改正について） ･････････････････ 9頁 

 



被保険者数
世帯数 人口

令和7年度

令和6年度

22,354 20.0%

23,414 20.9%

総世帯 国保世帯 総人口

723 △ 411
△1.2
ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 178 △ 1,060
△0.9
ﾎﾟｲﾝﾄ

増減

増減率

51,815 15,071 29.1% 111,840

51,092 15,482 30.3% 112,018

令和7年度

令和6年度

現年度分

1.4% △ 2.7% － △ 0.2% △ 4.5% －

94.3%

調定額 収納額 不能欠損額 未収額 収納率

35.1%

28.7%

94.9%

増減

増減率

2,355,741 2,221,475 32 134,234

247,678 71,191 45,222 131,265

現年度分

滞納繰越分

現年度分

滞納繰越分

増減

増減率

271,634 95,415 46,197 130,022

2,231,337 2,116,937 － 114,400

△ 975 1,243
△6.4
ﾎﾟｲﾝﾄ

5.6% 4.9% － 17.3% －

124,404 104,538 32 19,834
△0.6
ﾎﾟｲﾝﾄ

90,413

10.6% 9.9%

（人）
加入割合 加入割合

（円） （円）
調定額 収納額

滞納繰越分

（世帯） （世帯） （人）

△ 8.8% △ 25.4% △ 2.1% 1.0% －

△ 23,956 △ 24,224

■表１　加入状況（年間平均）

■表２　保険税収納状況 （単位：千円）

■表３　一人当たり・一世帯当たり保険税の状況【現年度分】

144,125 136,735

10,084 8,964 12,185 10,666

調定額 収納額
一人当たり 一世帯当たり

105,383 99,377 156,310 147,401令和7年度

令和6年度

増減

（円） （円）

95,299

総医療費 一人当たり医療費 総件数 一人当たり件数

（千円） （円）

8.5% 7.8%増減率

増減率 △ 2.0% 2.6% △ 5.1% △ 0.6%

（１）令和７年度加須市国民健康保険事業特別会計決算（案）について

令和6年度 9,436,200 403,015 405,289 17.3

増減 △ 190,887 10,572 △ 20,620 △ 0.1

（件） （件）

令和7年度 9,245,313 413,587 384,669 17.2

■表４　総医療費・一人当たり医療費等の状況
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■表５　保険税収納額の推移　 (千円)

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

現年度分 2,154,889 2,122,477 2,094,574 2,116,937 2,221,475

（収納率） （ 94.0% ） （ 94.3% ） （ 94.6% ） （ 94.9% ） （ 94.3% ）

滞納繰越分 115,561 110,596 101,778 95,415 71,191

（収納率） （ 28.8% ） （ 29.5% ） （ 31.0% ） （ 35.1% ） （ 28.7% ）

計 2,270,450 2,233,073 2,196,353 2,212,353 2,292,666

（収納率） （ 84.3% ） （ 85.1% ） （ 86.4% ） （ 88.4% ） （ 88.1% ）

（百万円） （人）

26,707人

25,558人

24,446人

23,414人

22,354人

22,000

22,500

23,000

23,500

24,000

24,500

25,000

25,500

26,000

26,500

27,000

2,000

2,050

2,100

2,150

2,200

2,250

2,300

2,350

2,400

2,450

2,500

2,550

2,600

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

収納額計（現年度分＋滞納繰越分） 被保険者数(年間平均)

2



■表６　一般会計からの繰入金の状況

総額 一人当たり 総額 一人当たり

（千円） （円） （千円） （円）

令和7年度 1,159,467 51,868 329,000 14,718

令和6年度 1,096,441 46,828 329,300 14,064

増減 63,026 5,040 △ 300 654

増減率 5.7% 10.8% △ 0.1% 4.7%

■表７　法定外繰入金の推移 (千円)

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

当初予算 755,928 715,386 530,005 527,581 399,259

決算 478,000 492,400 329,500 329,300 329,000

当初予算比 63.2% 68.8% 62.2% 62.4% 82.4%

（百万円）

繰入金 左記のうち法定外繰入金
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■表８　令和７年度　加須市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算（案）の概要

科　　目 令和７年度決算額 令和６年度決算額 対前年度比 増減率（％）

1 2,292,665,197 2,212,352,736 80,312,461 3.6 　【国保税収納率】 　【年間平均被保険者数】

2,221,474,560 2,116,937,464 104,537,096 4.9 　　現年度課税分　94.3％ 　　　　令和6年度　23,414人

71,190,637 95,415,272 △ 24,224,635 △ 25.4 　　滞納繰越分 　 28.7％ 　　　　令和7年度　22,354人（前年度比：△1,060人）

2 0 0 0 　　　　　　－

3 18,799,000 5,227,000 13,572,000 259.7

4 8,045,667,279 8,229,651,891 △ 183,984,612 △ 2.2

7,902,668,279 8,084,435,891 △ 181,767,612 △ 2.2

142,999,000 145,216,000 △ 2,217,000 △ 1.5

0 0 0 　　　　　　－

5 1,159,467,480 1,096,440,679 63,026,801 5.7

555,169,463 513,779,904 41,389,559 8.1

7,618,044 6,220,373 1,397,671 22.5

201,916,000 182,801,000 19,115,000 10.5 　法定繰入金：国保特別会計の職員給与等に係る繰入金

1,047,603 1,516,558 △ 468,955 △ 30.9 　法定繰入金：産前産後保険税軽減に係る繰入金　補助率（国:2/4、県:１/4、市一般会計:１/4）

18,261,087 17,053,327 1,207,760 7.1 【繰入金内訳】

46,455,283 45,769,517 685,766 1.5 　法定繰入金：国保財政の健全化及び保険税負担の平準化に資する繰入金 法 定 繰 入 金 830,467,480円

329,000,000 329,300,000 △ 300,000 △ 0.1 法 定 外 繰 入 金 329,000,000円

6 220,274,654 84,651,053 135,623,601 160.2

7 22,821,987 21,024,540 1,797,447 8.5

11,759,695,597 11,649,347,899 110,347,698 0.9

科　　目 令和７年度決算額 令和６年度決算額 前年度との比較 増減率（％）

1 153,229,443 142,799,940 10,429,503 7.3

2 7,912,047,723 8,085,981,564 △ 173,933,841 △ 2.2

6,827,191,081 6,978,245,504 △ 151,054,423 △ 2.2

1,048,349,646 1,071,746,200 △ 23,396,554 △ 2.2

154,446 0 154,446 皆増

27,402,550 25,589,860 1,812,690 7.1

8,950,000 10,400,000 △ 1,450,000 △ 13.9

0 0 0 －

3 3,040,522,856 3,039,152,003 1,370,853 0.0

2,071,016,412 2,035,379,529 35,636,883 1.8

753,889,053 781,499,016 △ 27,609,963 △ 3.5

215,617,391 222,273,458 △ 6,656,067 △ 3.0

4 0 0 0 －

5 104,926,894 106,803,117 △ 1,876,223 △ 1.8

17,716,500 19,856,180 △ 2,139,680 △ 10.8

81,456,931 83,286,348 △ 1,829,417 △ 2.2

5,753,463 3,660,589 2,092,874 57.2

6 65,155,125 54,336,621 10,818,504 19.9

11,275,882,041 11,429,073,245 △ 153,191,204 △ 1.3

歳入歳出差引額　（　歳入合計　11,759,695,597円－　歳出合計　11,275,882,041円　＝　483,813,556円　）

諸 支 出 金 　国保税還付金及び過年度分の保険給付費等交付金(普通交付金)返還金等

合 計

保 健 事 業 費 　人間ドック利用補助 642件／脳ドック利用補助 21件／併診ドック利用補助　138件／保養施設利用補助  121泊分

特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 　40歳～74歳の被保険者を対象に国保健診(特定健診)・特定保健指導を実施　　特定健診受診率：40.0％（令和8年4月末現在の暫定値）

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保 健 事 業 費   国保健診（特定健康診査）、生活習慣病重症化予防対策、人間ドック・脳ドック・併診ドック利用助成、保養施設利用助成などの保健事業費

糖 尿 病 性 腎 症 重 症 化 予 防 事 業 費 　糖尿病性腎症の重症化を予防するため、受診勧奨及び医師からの推薦により通院患者の生活を指導　※埼玉県国保連合会の共同事業により実施

葬 祭 費 　被保険者が死亡したときに支給（支給額：5万円）　支給実績：179件

傷 病 手 当 金 　新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病手当金（対象期間：令和5年5月7日まで。申請期限2年が経過したことにより終了）

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

　療養の給付等に要する費用を、県が市町村に「保険給付費等交付金」として交付するため、県が市町村から徴収するもの
　国のガイドラインにのっとり、県が県内市町村国保の医療費を推計し、各市町村の被保険者数、所得水準を考慮し、各市町村の納付金を決定する。

医 療 給 付 費 分

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分

介 護 納 付 金 分

高 額 療 養 費 　一月に一定額以上の医療費を支払った場合の払い戻し分や限度額認定証を使用した場合の限度額以上の費用額など

移 送 費 　医師の指示により、緊急やむを得ず重病人の入院や転院などの移送に要した費用を申請により支給

出 産 育 児 一 時 金 　支給実績：50件　産科医療補償制度対象の出産：上限50万円、左記以外の出産：上限48万8千円　　※決算額は国保連への支払代行手数料含む

療 養 諸 費 　療養給付費＝病院、診療所などの医療費 ／ 療養費＝柔道整復、コルセットなどの医療費

繰 越 金  　前年度からの繰越金

諸 収 入 　 納期限後に納付された国保税に係る延滞金や第三者求償納付金など

合 計

【歳出の部】 （単位：円）

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

総 務 費 　職員人件費、連合会負担金、国保運営協議会費、賦課徴収費等

保 険 給 付 費 　保険者(国保）が負担する医療給付費（診療費）等の費用額。 支払先＝現物給付分：埼玉県国保連合会／現金給付分：申請者等

保険給付費等交付金（特別交付金） 　国調整交付金・努力者支援制度に係る繰入金・県繰入金・特定健康診査負担金

財 政 安 定 化 基 金 交 付 金

そ の 他 一 般 会 計 　その他一般会計からの法定外繰入金

繰 入 金 　一般会計からの法定繰入金など

保 険 基 盤 安 定 　法定繰入金：保険税軽減分 336,143,780円 補助率（県:3/4、市一般会計:1/4）・保険者支援分 219,025,683円 補助率（国:2/4、県:1/4、市一般会計:1/4）

未 就 学 児 均 等 割 保 険 税

職 員 給 与 費

産 前 産 後 保 険 税 繰 入 金

出 産 育 児 一 時 金 　法定繰入金：出産育児一時金支給実績額の2/3相当額

財 政 安 定 化 支 援 事 業

現 年 課 税 分

　法定繰入金：未就学児均等割軽減に係る繰入金　補助率（県:3/4、市一般会計:１/4）

【歳入の部】 （単位：円）

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

国 民 健 康 保 険 税

滞 納 繰 越 分

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金   子ども・子育て支援金制度の円滑な施行に向けたシステム整備等に係る費用に対する補助金

県 支 出 金 　療養諸費、保健事業等に係る費用を県が交付するもの

保険給付費等交付金（普通交付金） 　保険給付費等の財源として県が交付
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（２）令和７年度加須市国民健康保険直営診療所特別会計決算（案）について 

 

加須市国民健康保険北川辺診療所の概要 

 
〇昭和 49年 7月に北川辺町立国保診療所として開設 

〇昭和 63年７月に現在の場所（現加須市柳生 66－1）に移転改築 

〇平成 22年 3月 23日の市町村合併に伴い、加須市国民健康保険北川辺診療所に名称を変更 

〇開設から 50年余り、身近な医療機関として地域医療に貢献していたが、令和 6年度末の医師の

退職に伴い、令和 7年度は診療所を休診としつつ、令和 8年 3月 31日までの期間、医師募集を

続けていたが、採用に至らなかったため、医療法の規定により同年6月30日をもって閉院した。 

 
施 設 名 加須市国民健康保険北川辺診療所 

管 理 者 － 

診 療 科 目 内科、小児科 

施 設 概 要 鉄筋コンクリート造平屋造 約 349㎡ 

設 備 X線撮影装置、超音波診断装置、心電計 

診療日・時間 月～金曜日（祝日、年末年始除く） 

9：00～12：00、14：00～17：00 

職員の状況 － 

 
  
全景 

 
        
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

加須市国民健康保険北川辺診療所 

5



○令和7年度加須市国民健康保険直営診療所特別会計決算（案）の概要

R7年度決算額 ① R6年度決算額 ② 比較 ①－② 増減率(%)

1 62 72,446 △ 72,384 △ 99.9

62 67,721 △ 67,659 △ 99.9

0 4,725 △ 4,725 皆減

2 0 8 △ 8 皆減

3 39 1 38 3,800.0

4 0 － － －

0 － － －

0 － － －

5 19,444 22,184 △ 2,740 △ 12.4

6 40 66 △ 26 △ 39.4

40 11 29 263.6

0 55 △ 55 皆減

19,585 94,705 △ 75,120 △ 79.3

R7年度決算額 ① R6年度決算額 ② 比較 ①－② 増減率(%)

1 3,960 49,820 △ 45,860 △ 92.1

3,960 49,820 △ 45,860 △ 92.1 一般管理費、連合会負担金等

0 0 0 －

2 505 25,049 △ 24,544 △ 98.0 医療機器保守料

3 0 390 △ 390 皆減

4 39 1 38 3,800.0 国民健康保険北川辺診療所施設整備等基金利子積立金

5 0 0 0 － 一時借入金利子

6 0 0 0 －

4,504 75,260 △ 70,756 △ 94.0

※　歳入歳出差引額　（　歳入合計　１９,５８５千円　－　歳出合計　４，５０４千円　＝　１５，０８１千円　）　　

合 計

（単位：千円）

（単位：千円）

基 金 積 立 金

公 債 費

施 設 整 備 費

医 業 費

合 計

【歳出の部】

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

総 務 費

諸 収 入

　歳計現金預金利子

　

市 預 金 利 子

施 設 管 理 費

研 究 研 修 費

予 備 費

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入 　国民健康保険北川辺診療所施設整備等基金利子

雑 入

繰 越 金 　前年度からの繰越金

繰 入 金 　

他 会 計 繰 入 金

基 金 繰 入 金

【歳入の部】

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

診 療 収 入

外 来 収 入

そ の 他 の 診 療 収 入

　返戻再請求分、医療保険間の振替分
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度

平
成
26
年
度

平
成
27
年
度

1
8,
23
0

5,
00
4

年
度

末
基

金
残

高
1,

00
0

3,
64
9

対
前

年
度

増
減

額
△

 1
,4

05
△

 1
,4
74

△
 
1,
54
5
△

 1
,6
20

△
 1
,6
98

年
度

末
市

債
残

高
9,

98
6

8,
51
2

6,
96
7

5,
34

7

21
,0
00

2
1,
11
5

13
,2
26

対
前

年
度

増
減

額
1,

00
0

20
,0
00

11
5

△
 7
,8

89

 
 
○

 
 
国

民
健

康
保

険
北

川
辺
診
療
所
施
設
整
備
等
基
金
残
高
の
推
移

（
各

年
度

末
）

平
成

23
年

度
平
成
24
年
度

平
成
25
年
度

平
成
26
年
度

平
成
27
年
度

平
成
28
年
度

平
成
29
年
度

平
成
30
年
度

令
和
元
年
度

令
和

2
年

度
令
和
８
年
度

令
和
3
年
度

令
和
4
年
度

令
和
5
年
度

24
,5
95

△
 3
,6
62

29
,6
00

5,
00
5

34
,6
09

5,
00

9

令
和
6
年
度

0

29
,2
37

△
 5
,3
72

　
　

（
単

位
：

千
円

）

令
和
７
年
度

30
,8
57

39
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（３）令和８年度 加須市国民健康保険直営診療所特別会計決算（案）について

当初予算額 補正予算額 補正予算後 決算額

1 69,648 △ 69,648 0 0

65,667 △ 65,667 0 0

3,981 △ 3,981 0 0

2 149 － 149 48

3 18,301 12,557 30,858 30,857

7,538 △ 7,538 0 0

10,763 20,095 30,858 30,857

4 13,000 2,082 15,082 15,081

5 2 △ 2 0 0

1 △ 1 0 0

1 △ 1 0 0

101,100 △ 55,011 46,089 45,986

当初予算額 補正予算額 補正予算後 決算額

1 67,631 △ 67,492 139 129

67,581 △ 67,442 139 129 電気料、電話料、水道料等

50 △ 50 0 0

2 30,819 △ 30,819 0 0

3 500 △ 500 0 0

4 149 △ 149 0 0

5 1 △ 1 0 0

6 2,000 △ 2,000 0 0

7 － 45,950 45,950 45,857

101,100 △ 55,011 46,089 45,986

※　歳入歳出差引額　（　歳入合計　４５,９８６千円　－　歳出合計　４５,９８６千円　＝　０円　）

合 計

施 設 管 理 費

研 究 研 修 費

医 業 費

施 設 整 備 費

基 金 積 立 金

公 債 費

予 備 費

諸 支 出 金

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

一般会計繰出金、国民健康保険特別会計繰出金

繰 越 金 　　前年度からの繰越金

諸 収 入

市 預 金 利 子

雑 入

総 務 費

合 計

【歳出の部】

【歳入の部】 （単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

診 療 収 入

外 来 収 入

基 金 繰 入 金  国民健康保険北川辺診療所施設整備等基金繰入金

そ の 他 の 診 療 収 入

財 産 収 入 国民健康保険北川辺診療所施設整備等基金利子

繰 入 金

他 会 計 繰 入 金
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第５３号議案 専決処分の承認を求めることについて 
      （加須市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 令和 8 年 3 月 31 日専決処分） 

 

地方税法施行令の一部改正に伴う国民健康保険税の 
均等割額の軽減の対象となる所得基準額等を 

改めるための条例改正 
１ 改正の趣旨 

「地方税法施行令」の一部改正（令和 8 年 3 月 31 日公布・同年 4 月 1 日施行）に伴い、国

民健康保険税の均等割額の軽減の対象となる所得基準額を引き上げるとともに、子ども・子

育て支援納付金課税額の創設に伴う所要の改正をしました。 

 

２ 主な改正内容 
 （１） 軽減の対象となる所得基準額の引上げ 

  国民健康保険税の均等割額の軽減（5 割軽減及び 2 割軽減）の対象となる世帯の所得基準

額について、被保険者数に乗ずる金額を引き上げました。 

 

  ■軽減の対象となる所得基準額 

 

 （２） 子ども・子育て支援納付金課税額の創設に伴う所要の改正 

  ア 国民健康保険税の軽減措置の対象に子ども・子育て支援納付金課税額を追加しました。 

 

  イ 子ども・子育て支援納付金課税額の限度額を明確化するため、当該限度額に係る規定

を次のように改めました。 

    [現 行] 政令で定める額 ➡ [改正後] 3 万円 

 

３ 施行期日 

令和 8 年 4 月 1 日 

軽減 

割合 
現 行 改正後 

7 割 

軽減 
43 万円以下 改正なし 

5 割 

軽減 
43 万円＋(30 万 5 千円×被保険者数)以下 43 万円＋(31 万円×被保険者数)以下 

2 割 

軽減 
43 万円＋(56 万円×被保険者数)以下 43 万円＋(57 万円×被保険者数)以下 

 対象となる軽減措置 軽減措置の内容 

① 
所得が一定額以下の世帯に係る

均等割額の軽減 

世帯の前年所得に応じて、均等割額を 7 割、5 割、

2 割減額する 

② 未就学児に係る均等割額の軽減 未就学児に係る均等割額を 5 割減額する 

③ 
産前産後期間における所得割額

及び均等割額の免除 

出産する被保険者に係る産前産後期間(4箇月(多胎の

場合は 6 箇月))の所得割額と均等割額を免除する 
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